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研究成果の概要（和文）： 

  本研究の成果は以下の 3点にまとめられる。 

1. 明治期の警察統計データの入力を進めるとともに、明治大正期の府県別農林水産業従事者数

と無業者数を推計し、既存の推計を改訂した。 

2. 既存の推計にもとづきながら戦前期の府県間人口移動にかんするデータを作成し、戦前期の

人口移動と地域間格差にかんする分析をおこなった。 

3. 各国の長期的なGDP推計において、第三次産業のGDPがどのように推計されているかを調べ、

今後の改訂において有効な方法および推計に際して留意すべき点を検討した。 

 
研究成果の概要（英文）： 
The outcomes of this research project are as follows: 
i) Constructed the most part of database on small businesses regulated by the police in 
Meiji period and revised the estimates on the prefectural labour force by industry 
ii) Estimated the number of yearly migration among prefectures in pre-war Japan and 
investigated the interrelation between migration and regional inequality 
iii) Surveyed the methodologies on estimating the value added of the tertiary industry 
in terms of long-term economic statistics 
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１．研究開始当初の背景 
 
  一国が経済発展の途上にあるとき、国内の

各地域においてどのような変化が生じたの
か、もしくは生じるのか、という問いは、経
済史だけでなく、経済発展論や開発経済学等
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においても古くから重要な意味を持ち続け
ている。特に近年、地域間格差の convergence
と divergence に か ん し て 、 Barro and 
Sala-i-Martin (1992) 、 Kim (1998) 、
Mitchener (2003)など、歴史的な地域別 GDP
推計に基づいた研究が海外でも数多くなさ
れるようになってきた。日本においては、明
治初期の地域経済構造にかんする山口和雄
による古典的研究（山口 1956）以後、戦前の
地域経済構造を数量的に把握する試みは見
られなかったが、Barro らの研究に触発され
る形で、松本編（2004）が戦前の府県統計書
のデータをもちいて人口 1人あたり GDP の地
域間格差の動向を検討し、日本の戦前の地域
間格差は非常に大きく、さらに経済発展とと
もにその格差が拡大したと主張した。これに
対して、研究代表者は袁他（2009）において、
共著者らとともに松本らの推計が持つ問題
点を指摘し、より精確な府県別 GDP を推計に
基づいて、戦前期の日本の地域間格差は拡大
よりもむしろ縮小傾向にあったこと、格差の
レベル自体も戦後とそれほど大きくは異な
らなかったという新しい知見を示した。 
  このように、国内外を問わず歴史的な地域
経済にかんする数量的な分析は近年になっ
て大きな進展を見せつつあるが、日本にかん
する既存の諸研究には一つの大きな限界が
あることも事実である。それは、明治初期の
地域経済の動向が必ずしも明らかでないと
いう点である。1890 年以前の日本は、殖産工
業政策や松方財政に代表されるように、明治
政府によって産業化を推し進めるための諸
政策が実施されると同時に、地方の企業家に
よる第一次企業勃興が生じており、地域経済
が大きな歴史的ダイナミズムの中にあった
時代であった。このような時代についても、
既存研究と同様に地域経済の数量的把握が
可能になるとすれば、そこから得られる知見
は日本経済史だけにとどまらず、その他の分
野にたいしても大きなインパクトを持つも
のになるはずである、というのが本研究のモ
チベーションである。 
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２．研究の目的 
 
本研究の目的は、戦前期日本の経済発展と

地域経済の構造変化との関係を明らかにす
ることにある。中でも、同種の既存研究では
データ不足によって手がつけられず、空白期
間となっていた明治初期から中期にかけて
のデータを整備し分析するという点に本研
究の特色がある。明治期の府県別の産業構造
の検討を困難にしている要因の一つは、特に
第三次産業について就業者数や生産にかん
する府県別データの入手が難しいという点
にある。 
本研究では、明治前期の府県別 GDP 推計を

最終目標に掲げつつ、その推計の基礎となる
府県別産業別有業人口の系列を推計するこ
とに注力する。具体的には、これまでほとん
ど顧みられることのなかった各府県の警察
署刊行の警察統計書に掲載された第三次産
業従業者数のデータを利用することで明治
期の空白を埋め、これまで把握することので
きなかった産業化初期の地域別の産業構造
変化に光を当てる。 
 
３．研究の方法 
 
  本研究の課題は、研究代表者がすでに推計
した 1906 年から 1940 年の府県別産業別有業
人口を、どのようにしてそれ以前の時代に延
長するかにある。推計は、第一次産業、第二
次産業、第三次産業、無業という非常に粗い
産業分類で推計をおこない、それを適宜分割
するという方針でおこなう。推計にもちいる
史料は、農業については山田三郎が推計した
1880 年以降の府県別農家戸数データ（梅村他 
1988）を、第三次産業については、既述の警
察統計の取締営業者のデータを利用する。さ
らに梅村又次らによる 1872 年以降の全国レ
ベルの有業者推計（梅村他 1988）を府県別
に適宜分割することで無業者数を推計した
上で、残差として第二次産業有業者数を推計
する。遡及できる年次は各産業によってばら
ばらであるが、最終的には 1872 年の壬申戸
籍データに接続することで、1872 年-1906 年
までの府県別産業別人口を推計する。 
 
引用文献 
梅村又次他（1988）『長期経済統計 2 労働力』
東洋経済新報社. 

 
４．研究成果 



   
  明治期の府県別産業別有業人口を推計す
るにあたって、まず取り組んだのは、推計の
基礎となる有業人口と農林水産業人口の推
計であった。研究計画の段階では、府県別の
農家戸数データを使った推計を試みる予定
であったが、実際の推計では、あまり良い結
果にならなかった。具体的には、既に推計済
みの 1906 年から 1940 年までの府県別農林水
産 業 人 口 を 府 県 別 の 農 家 戸 数 系 列
（1880-1940）を使って 1906 年以前に遡及し
た。さらに、1906 年以後のデータにより無業
者数を被説明変数、農林水産業従事者比率と
府県ダミーを説明変数とした OLS 推定をおこ
ない、その係数を 1906 年以前のデータに当
てはめることで、1880 年から 1906 年にかけ
ての無業者数を推計することにした。しかし、
この回帰式を 1906 年以降のデータに当ては
めると、推定値と実際のデータ間の乖離が大
きく、1906 年以前の推計についてもその信頼
性に疑問が生じた。 
また、1906 年以降の農林水産業人口の全国

値にたいする各府県値の比と、農家戸数の全
国値と各府県値の比をくらべると、東北地方
では人口でみた構成比のほうが大きく、西に
行くにしたがって世帯数の構成比が大きく
なる傾向があり、この点も推計に大きな誤差
をもたらす可能性があることが分かった。こ
れは、農家世帯における家族従業者の非農化
の度合いが、西において高く、東において低
かったことを示唆している。 
  このような状況を鑑みて、『維新以後帝国
統計資料彙纂 第二編 現住人口静態ニ関ス
ル統計材料』に掲載されている 1874 年の戸
籍データに基づいた府県別職業別人口をベ
ンチマークとし、農林水産業者および無業者
の対人口比について 1874 年から 1906 年まで
を直線補間によって埋めることで、府県別の
農林水産業者および無業者の系列を作成し
た。 
  この推計に基づいて、1890 年の府県別産業
別有業者数を改訂し、さらにこの改訂された
有業人口に基づいて府県別の第三次産業 GDP
を改訂した。また、高橋・中川編（2010）掲
載の府県別本籍地人口と、研究代表者が推計
した現住人口とを組み合わせることで、明治
大正期の府県間の人口移動量を推計し、袁他
（2009）を改訂するかたちで、人口移動と地
域間格差との関係を分析した。その結果、貧
しい地域から豊かな地域へと人々が移動し
たことによって、戦前期日本の（人口 1 人あ
たり府県別 GDP で測った）地域間格差が縮小
したことが明らかになった。この分析結果は、
Bassino et al. (2012)としてまとめられ、
2012 年 9 月に開催された Asian Historical 
Economics Conference（AHEC）にて、共著者
によって報告された。なお、本論文の内容は、

2014 年刊行予定の書籍（仮題：Regional 
Inequality and Industrial Structure in 
Japan: 1874-2008）に収録される予定である。
また、上記の分析結果については、研究期間
終了後に刊行された攝津斉彦（2013）でもそ
の内容のごく一部ではあるが触れられてい
る。 
  一方で、府県別の GDP を推計する際のコン
トロールトータルとなる全国値の推計方法、
なかでも第三次産業 GDPの推計方法について
も検討を加えた。各国の推計事例をサーベイ
した Settsu (2012)を執筆し、上述の AHEC で
報告した。検討の結果明らかになった点は、
以下の通りである。どの国の推計においても
第三次産業 GDP は非常に難しいが、有望な推
計方法としては以下の 3つの方法、すなわち
① 日本で採用されている所得アプローチ、
② 産業連関表の情報に依存した生産アプロ
ーチ、③ ①と②の折衷、が考えられる。そ
れぞれの方法にはそれぞれ強み、弱みがある
が、中でも①の方法を採る場合には、発展途
上にある経済における副業の存在が大きな
意味を持つことに注意が必要である。なお、
この論文の内容は、Cambridge University 
Pressから2014年に刊行が予定されている書
籍（タイトル未定）の Online appendix とし
て Web 上で公開される予定である。 
  以上のような研究と平行して、本研究の中
核となる警察統計データに基づいた明治・大
正期の府県別第三次産業有業人口推計に取
り組んだ。明治期の警察統計が存在しないと
思われていた茨城県について、明治 18 年お
よび 19 年のデータが存在する（『茨城県警察
年表 明治 19 年』 統計局図書館蔵）ことが
分かるなど、史料調査の面での収穫が得られ
た。その一方で、統計の表章が年次、府県に
よってバラバラであるためデータ入力に時
間がかかっており、現在も作業を継続してい
る状況であるが、2013 年度内には最終的な推
計結果を公開する予定である。 
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